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明日の安心と成長のための緊急経済対策  

Ⅰ．基本的な考え方   

臓、炭塵努遅虐凄から、これまて機密含にとらわれることなぐ、鰍  

な予貴公共裏茅など従来の炭膚て醐癒着渉初めため一幕がつけられなか  

っそ傷雛形）穆二／を彪木酢こ変烹る財柳乗クβLている，鰍予  

新効率形な磨軒＼方アニ対し無糖期待を磨いておク、今彦あ引き磨き、ノ無尉を省て倍  

音ぎイ∧む丁土ユ、、■避l′I、∴－∴七一′れ′J∴、∴i、い∴   

周解こ頚下勿雛／り経済・ノ屡聯、虔画する昭吾・デブ機を鰍、農窟  

由復を虜かなめのとするため頗簾を、スピー∧勘て示L、屠らLの再蛍  

彪方の底力磯そLて環錯を中心とLた未来にノ句ノカき脚臭努に虎雄爵な  

採ればならなケも鹿骨できる鰯脚こ鹿骨L、胡座を十分吟嫁L顔；ろ、腐  

／ノ牌初妙磯Lr／努β繊、と成長のそめの緊急露痺雛軌をとク  

まよめ、β相こ全カで靡繊んでいぐ邑のてミある  

1．日本経済の現状認識  

（経済の現状認識）   

平成21年度前半の実質経済成長率は2四半期連続のプラス成長とな  

った。輸出や生産の増加により、景気は最悪期を脱し消費者や企業のマ  

インドも持ち直している。しかし、経済の現状は、失業率が最悪期よりは  

やや低下したものの高水準で推移するなど依然として厳しい状況にあり、  

国民の景気実感に近い名目GDP成長率は昨年春以降6四半期連続の  

マイナスとなっている。また、需給ギャップは大幅な供給超過である。   

そして、このところは物価が財とサービスの両分野で下落し、緩やかな  

デフレ状況にある。さらに、為替市場の急激な変動により円高が進んで  

いる。  
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（先行きのリスク）   

先行きを考えると、海外経済の持ち直しなどを背景に景気が次第に持  

ち直していくことが期待されるものの、経済成長の基盤は依然として脆弱  

である。政策の後押しにより家計消費は今春から2期連続して成長を支  

えたが、雇用不安と所得の減少傾向のためにその持続力は限られてい  

る。また、企業収益の低迷に加え実質金利高や円高などから設備投資  

の回復力は不透明である。   

さらに、景気の持ち直しの動きに対するリスク要因としては、雇用情勢  

の一層の悪化、デフレ圧力の強まりによる需要低迷、長期金利上昇、為  

替市場の動向などがある。G7声明にあるとおり、為替レートの過度の変  

動や無秩序な動きは、景気の持ち直しの動きに対して重大な悪影響を  

与えるものであり、為替市場の動きを厳しく注視していく。  

2．経済財政運営の基本的視点  

こうした現状認識の下、鳩山政権における経済財政運営は、以下の  

3つの視点に立っ。  

く夢7＞当面の雌一確実な景気回復・デフレ克服を目指す   

厳しい経済・雇用情勢に対応し、景気の持ち直しの動きを確かなものと  

していく。このため、当面の取組として、可能な政策を総動員して「緊急対  

応」に当たり、来春にかけて経済・雇用を下支えすると同時に、経済を上向  

かせる力の結集を図る。  

仕）緊急対応一情勢lこ応じた機動的な対応  

・経済・雇用情勢の変化に即応し、経済・雇用の安定のために機動的  

な対応を取る。このため、雇用・生活不安の高まりに応えた「緊急対  

応」を行うとともに、企業の資金繰りに万全を期すための「金融対策」  

などによって景気の下支えを行う。   



（2）政府・日銀の一体となった対応   

・政府は、国民が景気回復を実感できるためには、デフレの克服が重  

要であるとの認識を日本銀行と共有し、日本銀行と一体となって、強  

力かつ総合的な取組を行い、景気回復を確実なものとしていくよう  

政策努力を重ねていく。   

・日本銀行に対しては、こうした政府の取組と整合的なものとなるよう、  

政府と緊密な情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融  

政策の運営によって経済を下支えするよう期待する。  

く舅2＞中耕一成長戦略の推進と財政規律  

戦略の  

・一方で、中長期的な観点から、以下の点を踏まえた成長戦略のとり   

まとめを進めていく。   

－「雇用」「環境」「子ども」「科学技術」「アジア」等に重点を置きな   

がら、中長期的な成長戦略を推進する。   

一持続的な経済成長モデルを確立し、人々が共に、安心して生活  

し、子どもを産み育てていくことができる社会を実現する。  

竣）成長力強化と財政規律の両立一中斯財疎フレームの策定   

・持続的な経済成長実現のた捌こは、未来の子ども達にツケを残さな  

いよう、成長力強化と財政規律の両立を図る必要がある。このため、  

複数年度を視野に入れた中期財政フレームを2010年前半に策定  

する。  

く舅3＞職者一緊急対応と成長戦略への布石  

lり対策の柱十「雇用」「環境」「景気J   

・今回の経済対策は、上記の考え方を踏まえ、①現下の経済・雇用情  
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勢への「緊急対応」と、②「成長戦略への布石」の2つの視点に基づ   

くものとする。  

・主な柱は「雇用」「環境」「景気」とし、くらしの再建と低炭素社会への   

転換に取り組む。また、医療等「生活の安心確保」や、荒廃した地方   

を守るための「地方支援」などにも強力に取り組む。  

（2）具体的な対策－3つの原則   

①「緊急性」、「即効性」の高い施策を最優先  

・具体的な施策については、「緊急的な必要性」を重視するとともに、叫  
経済・雇用効果、二酸化炭素削減効果において有効なものを優先  

する。  

（卦切れ目のない経済財政運営   

・今回の経済対策に伴い平成21年度第2次補正予算を提出し、平  

成22年度予算との間をつなぐことにより、「切れ目のない」経済財  

政運営を行う。  

粗舌カ、して、「国民潜在力」の発揮で景気回復を目指す   

・できる限り財政に依存せず、制度・規制など「ルールの変更」や国  

民一人ひとりの積極的な参加によって、国民が持っている潜在力  

（国民潜在力）が発揮されることを重視する。   

・とくに、新たな需要創出に向け、これまで大きな岩盤に突き当たり、  

停滞してきた制度・規制改革に正面から取り組む。  

（3）施策執行の進捗管理   

・今回の対策に掲げる各施策については、国家戦略室及び内閣府が、  

効畢的・効率的な執行を図る観点から関係者に進捗状況の報告を  

求め、必要に応じ改善措置を講じさせるなど、PDCAサイクルに立  

脚した進捗管理を徹底する。  

ー ‾ ‾丁‾「間   「丁  



Ⅱ．具体的な対策  
1．雇用一緊急対応策を強化するとともに、雇用戦略を推進する。  

＜緊急対応＞  

（1）雇用調整助成金の要件緩和   

（2）貧困・困窮者支援の強化   

（3）新卒者支援の強化   

（4）緊急雇用創造の拡充   

（5）保育サービスの拡充等女性の就労支援  

＜成長戦略への布石＞  

（1）雇用・生活保障システムの確立   

（2）「雇用戦略」の本格的な推進  

＜緊急対応＞  

卓）雇用調整助成金の要件緩手口   

企新屠嘲措樺努力への支姦を顔化するため、職安件の顔  

柳Z尽から紫紺こ美好す為   

＜具体的な措置＞  

Q雇用調整助成金の「生産量要件」の緩和  

・雇用調整助成金の「生産量要件」について、現行要件に加え、赤字の企  

業については、企業規模にかかわらず、「前々年比10％以上減」の場合  

も支給対象とすることとし、本年12月から実施する。  

5   



（2）貧困・困窮者支援の強化   

求好機・鰍jこ再びソ流彦程／を必要哲すちことをぐ、妥法、Lて拗j送れ   

るよう／ごプちため、劇する   

＜具体的な措置＞  

○実効ある貧困・困窮者支援（「第2のセーフティネット」）の確立  

（ア）「ワンストップ・サービス・デイ」の実施支援  

・「ワンストップ・サービス・デイ」の試行実施を踏まえた展開  

（イ）ハローワークのワンストップ相談機能の充実  

・ハローワークに「住居・生活支援アドノVザー（仮称）」を配置し、第2のセ  

ーフティネットの各種支援制度についてのワンストップサービス（総合相談  

と実施機関への的確な誘導）を実施  

（ウ）「住まい対策」の拡充  

・「住宅手当」や、空き社員寮等の借上げによる「緊急一時宿泊施設」の設  

置等の継続的支援  

（工）各支援制度の運用改善  

・支援を必要とする人が各種の貧困・困窮者支援制度に確実につながるた  

めの各支援制度の運用改善  

（オ）職業訓練とその期間中の生活保障を行う求職者支援制度の創設に向け  

た検討（後述）  

○解雇者t多重債務者等への民事法律扶助  

・日本司法支援センターにおける労働問題等の解決に向けた民事法律扶  

助事業の迅速な実施  

庚春勤傾城紅い求人痛撃炒遁題まれる新卒予定の学生・仝産の炭鑑安房教務倍L、  

彪のた乙ス〈・ジ＝ネレーションソをつぐらないようにす為  

＜具体的な措置＞   

○新卒者の就職支援態勢の強化   



（ア）大学等の「就職相談員」の配置促進   

・大学等における就職相談員（キャリアカウンセラー等）の配置促進による  

就職相談の充実、就晩力を高めるキャリアガイダンスの推進  

（イ）「高卒・大卒就職ジョブサポーター」の更なる緊急増員   

・就職支援の専門職である「高卒・大卒就職ジョブサポーター」を更に増員  

する。  

（ウ）関係機関の連携強化   

・ハローワークにおける緊急学卒支援窓口の設置による高校との連携強化  

0「就活支援キャンペーン」の展開  

（ア）就職説明会の積極的な開催と周知徹底  

（イ）採用意欲のある中小企業等の掘り起こし加速   

・「雇用創出企業」のリストを年内に公表   

・インターンシップの拡充、求人企業の開拓等により、中小企業と新卒者の  

マッチングを図る。  

（ウ）求人拡大への要請   

・経済団体、業界団体への求人拡大の要請   

・労働局と都道府県の連携による求人拡大の要請  

0未就職卒業者の就職支援の強イヒ  

（ア）新卒者体験雇用事業の創設   

・未就職卒業者の体験雇用を受け入れる事業主に対して新卒者体験雇用  

奨励金（仮称）を支給  

（イ）「未就職卒業者向け」職業訓練の実施及び訓練・生活支援給付の拡充   

・緊急人材育成支援事業を活用し、未就職卒業者向け職業訓練コースを設  

置っあわせて、訓練・生活支援給付に係る対象者の拡充を図る。  

（ウ）重点分野での雇用支援   

・重点分野における雇用の創造（後述）に当たっての未就職卒業者の雇用  

への配慮  
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戯分野を中心とLた雇御すちため、勝た／鰯  

クラムノの蝿  

＜具体的な措置＞   

○重点分野における雇用の創造  

・介護、医療、農林、環境・エネルギー、情報通信、観光、地域社会雇用等  

の分野における新たな雇用機会の創出、地域ニーズに応じた人材育成を  

推進する。   

○地域社会雇用創造事業の創設   

（ア）社会起業インキュベーション事業  

・NPOや社会起業家など社会的企業等の創業・事業化を通じて、「地域社  

会雇用」を創造する。このため、社会起業プラン・コンペティションを通じて、  

スタートアップ等を支援する。   

（イ）社会的企業人材創出・インターンシップ事業  

・社会的企業分野におけるインターンシップを含めた人材創出に取り組む。   

○観光立国の実現に向けた施策の推進  

・休暇取得・分散化の促進等による国内旅行促進、観光圏の整備促進、査  

証審査体制の整備を踏まえた中国個人観光査証（ビザ）の最大限の活用  

等による外客誘致促進等の効果的な施策展開を加速する。   

○その他  

・建設労働者の雇用の確保及び再就職の促進  

・建設企業の成長分野展開を図るため、経営相談窓口における相談体制  

の拡充、情報の周知、共有化の促進  

・海運事業者の計画的な雇用確保支援による若年船員の就職の促進  

（与）保育サービスの拡充等女性の就労支援   

貞礎妙鳩炉やすん願づてクのため、長屋な併存サービス等の彪二宏櫛）   

在宅舶凝貌   

＜具体的な措置＞   



○待機児章解消へ岬組  

・地域の余裕スペースの活用等による認可保育所の分園等設置の促進、家  

庭的保育の拡充により、待機児童の大半を占める低年齢児の良質な保育  

を拡充する。   

・沖縄県においては、独自の事業基金を活用した補助制度の見直しにより  

認可外保育施設の認可化や質の向上の取組を推進する。  

○母子家庭等の在宅就業支援   

・仕事と家庭の両立を図りやすい働き方として、母子家庭等の「在宅就業」  

の拡大を図るための自治体の取組をさらに推進する。  

O「育児・介郷嘩置   
・「育休切り」等のトラブル防止のための周知・指導や相談を実施する。  

＜成長戟略への布石＞   

鰍Lて二屠屑措辞・塵塚を中ノごせすち物を顔伍すち∵方㌣／雛／の靡   

腱Lて二虜野・塵超瑞辟シスラ㌔ちの産立をばCめ腰廓鶴屋停戦礎を尾野する  

（1）雇用・生活保障システムの確亘  

○トランポリン型の［箋2のセーフティネット」の確立  

・非正規労働者や長期失業者等に対し、職業訓練とその期間中の生活保  

障を行う求職者支援制度の創設に向けた検討  

○雇用保険制度の機能強化  

・非正規労働者に対するセーフティネット機能強化の観点から適用範囲の  

拡大について検討を進める。  

・雇用調整助成金の要件緩和にあわせ、平成22年度からの失業等給付に  

係る国庫負担の引上げについては、雇用保険制度の安定的運営を確保  

するため、平成21年度第2次補正予算において対応する。  

・平成23年度以降については、平成23年度予算編成過程において検討し、  

安定財源を確保した上で、国庫負担を本則（25％）に戻す。これを雇用保  

険法の改正に盛り込む。  
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（2）「雇用戦略」の本格的な推進  

○（1）のほか、ワーク・ライフリベランス（仕事と生活の調和）、女性・  

高齢者・障がい者等の労働参加促進や多様な働き方の確保などを  

内容とする「雇用戦略」の本格的な推進に取り組む。その際、雇用  

における適切な労働条件の確保に留意する。  

10  
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2．環境  
ー地球温曖化対策と景気回復の両立を目指す  

＜「エコ消費3本柱」の推進＞  

（1）家電エコポイント制度の改善   

（2）エコカー補助の延長等   

（3）住宅版エコポイント制度の創設等  

＜成長戦略への布石＞  

（1）森林・林業再生の加速   

（2）環境・エネルギー技術への挑戦   

（3）交通・産業、地域の低炭素化の推進  

（4）システムの海外展開等による地球温暖化対策事業等の推進  

（5）資源確保支援   

（6）再生可能エネルギー全量買取制度の導入の検討  

（7）省エネー環境基準の強化等  

＜「エコ消責3本柱」の推進＞   

鰍）雇い豪富∂j艶東庄宕等の朗を好摩乙／、家計勿虚顔稚瀬茅を勿速  

プち∠せめに牌噺す為  

り）家電エコポイント制度の改善   

＜具体的な措置＞  

○エコポイント制度の改蓋  

（ア）エコポイント制度の延長（平成22年未まで）  

・省エネ家電（地上デジタル放送対応テレビ、エアコン、冷蔵庫）の購入を対  
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象とするエコポイント制度を9か月延長する（平成22年12月31日まで延   

長）。あわせて、利用者の利便性を考慮し、申請手続きを改善する。  

（イ）対象家電の省エネ基準の強化  

・テレビのトップランナー基準を強化し、2012年度までに達成すべき高い省   

エネ目標基準値を設定する。これに伴い、エコポイントの対象となるテレビ   

を、より省エネ性能の高い製品に限定する。  

（ウ）LED電球等の利用促進  

・エコポイント上の優遇措置を設け、省エネ効果の高いLED電球など即時   

交換対象商品（LED電球、電球形蛍光灯、充電式ニッケル水素電池）へ   

の商品交換を促進する。  

（2）エコカー補助の延長等   

＜具体的な措置＞  

○環境対応車への購入補助の延長等  

（ア）購入補助の延長（平成22年9月末まで）  

・環境対応車の購入に対して一定額を補助する制度を6か月延長（平成22  

年9月30日まで延長）  

（イ）省エネ法に基づく燃費規制による更なる燃費改善  

・現在の2010年度燃費基準よりも更に厳しい2015年度燃費基準の達成に  

向けた燃費改善を促進  

13）住宅版エコポイント制度の創設等   

＜具体的な措置＞  

○住宅版エコポイント制度の創設  

・エコ住宅の建設、エコ住宅へのリフォームに対して住宅版エコポイントを  

付与する制度を創設  

○高効率の太陽熱利用システムの住宅への設置普及に関する実証  

事業  
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＜成長戦略への布石＞  

（1）森林・林業再生の加速   

珊を虐めるため、人材義教高地鰍勘るこ巧絹物防   

腐ぢ∠せあに勘震要あ鋤労L、／森村・牌咄   

＜具体的な措置＞  

0集約化と利用間伐の推準lこ資する人材の育成と施業の効率化  

・集約化に必要な森林施業プランナーを育成する。また、先進林業機械の  

導入を進めるとともに、これを効率的に稼働させるオペレーターや、低コ  

ストで耐久性のある路網作設を行うオペレーターの養成を図る。  

○森桂・林業再生ブラン（仮称）の実践  

・先行地域において、地域の全体計画に基づき路網整備、境界確定、高性  

能林業機械を活用した利用間伐の実践的取組を実施する。  

○木材利用の推進  

・防火性能向上に係る建築物の性能認定や、2×4住宅における部材開発  

等、地域材を活用した木材製品の実用化を図る。  

・地域材を活用した展示住宅の整備等による木造住宅の振興  

（2）環境・享ネルギー技術への兆戟   

蠍夢に資する粂鱗形鋤とと邑に今度数年で鍬   

方城乙道真れる有望粂穿穿・エネルギ十鍼る   

＜具体的な措置＞  

○環境・エネルギー支術さの挑戦  

（ア）グリーンイノベーションの推進  

・低炭素社会の実現に不可欠な素材の開発等、革新的な環境技術開発の  

前倒しや低炭素社会システムの実現に向けた取組の推進  

（イ）環境先端技術研究の推進  

（ウ）低炭素社会構築に向けた研究基盤整備  

（工）自動車用電池の規格統一化  

・自動車用電池について、規格の統一化を図る。  
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（オ）LED照明の国際標準化の推進  

・LED照明に関して、省エネ性能等を評価するために必要な測光方法の  

標準化を進める。  

（亭）交通■産業、地域の低炭素化の推進   

多鰯扮ヱネルギ」柳屏や二麒麟）戯殖財こノ句げた交透や塵崇彪   

戯7こお／ガ鹿艶気穿する，  

＜具体的な措置＞  

○交通・産業における環境配慮の取組への支援等  

（ア）物流・交通の低炭素化   

・海上交通の低炭素化促進、グリーン物流パートナーシップ会議の取組の  

拡充等による物流・交通の低炭素化  

（イ）「通勤交通グリーン化推進プログラム」の推進   

・「グリーン通勤の日」の設定などにより、マイカーから自転車、鉄道、バス等  

への転換を促進する取組を推進  

（ウ）国内クレジット制度の更なる推進   

・地方自治体等との連携強化により、地域の中小企業等のCO2排出削減  

支援を通じ、我が国の6％削減約束の達成に貢献  

（工）地球温暖化対策加速化支援無利子融資事業の推進  

（オ）低炭素型雇用創出産業の国内立地の推進  

○地域における環境配慮の取組への支援等  

（ア）「緑の分権改革」の推進  

（イ）情報通信技術を用いた地球温暖化対策の推進  

（ウ）農山漁村の環境力強化  

・農山漁村の環境力（太陽光、バイオマス等）の活用に向けた地域の実証   

的な取組を推進  

（エ）汀を活用した暮らしの低炭素化の推進  

（オ）中核市・特例市グリーンニューディール基金の創設、チャレンジ25地域づ   

くり事業の推進  
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（力）温室効果ガス排出削減・吸収クレジット創出支援事業の推進－  

・中小企業や農林業等の地域における温室効果ガス排出削減・吸収プロジ   

ェクトを支援  

（4）システムの海外展開等による地球温暖化対策事業等の推進   

雛シアテ′ブ邑鰍、庇炭素蓼・頻紛フラ／システム等り港外慮野   

を雛すち貴腐舛での劇物肇逆す為  

＜具体的な措置＞   

Q嘩炭素型・環境対応インフラ等のシステムの海外展開等の推準な  

ど海外での地球温暖化対策事業の弓垂畦筆  

（ア）貿易保険・金融支援  

・貿易保険を活用した民間分野のリスクファイナンスの取組の強化  

・国際協力銀行による民間との協調融資等によるリスクファイナンスの取組  

の強化  

（イ）低炭素型・環境対応インフラ等のシステムの海外展開支援  

・低炭素型・環境対応インフラ等について、システムとしての海外展開を支  

援するため、我が国企業が包括的に事業を実施するためのコンソーシア  

ム形成支援  

（ウ）地上デジタル放送日木方式普及  

（エ）気候変動による洪水、辛魅、食糧不足や森林減少・劣化等に対応したア  

ジア・アフリカ等への緊急支援  

（朝資源確保支援  

＜具体的な措置＞   

○我が国企業による資源上流権益の確喋に向けた支援の弓垂化  

・（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構OoGMEC）による、金属鉱物（レ  

アメタル等）分野における開発・生産段階にある鉱山権益等の取得に対す  

る支援制度の創設  
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石油・天然ガス及び金属鉱物（レアメタル等）の上流権益確保支援の原資  

として、JOGMECによる改称保証借り入れを可能とする制度改正  

○レアメタル確イ  

レアメタル探査の加速、レアメタル国家備蓄の強化  

（6）再生可能エネルギー全量買取制度の導入の検討   

再生可詰エネル／ギー〔式場尤、周カ、小水カ、ノヾィオマリて、腰部害ノの全量賢線材   

度の導スを僻す為  

＜具体的な措置＞  

○再生可能エネルギー全量買取制度の導入の検討  

・（7）省エネ・環境基準の強化等  

予約読許こfるイン醐あわせこ鰍プる彪榔   
僻すちため、省こ＝ネ必修づく省ヒネ基準等願節す迎撃やルーソレの   

′局叡／等を蓮めるフ  

＜具体的な措置＞  

○省エネ法に基づく省エネ基準の見直し  

の建築物の省エネ判断基準の見直し  

（イ）エコポイントの対象省エネ家電の省エネ基準の強化（テレビ）（再掲）  

（ウ）自動車の燃費基準の強化  

○排出抑制等指針の拡充  

○白熱電球の2012年までの省エネランプヘの生産切替えの推進  

0200V化  

・家庭内における電気供給の200V化の推進を検討する。  
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